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東京都中央区京橋二丁目６番４号 

三菱製紙販売株式会社 

取締役社長  半田 常彰 
  



                   三菱製紙販売株式会社
平成 30 年 3 月期 （ 82 期）　 取締役社長  半田　常彰

科              目 金      額 科              目 金      額

千円 千円

（   資   産   の   部    ） （   負   債   の   部    ）

流   動   資   産 ( 39,561,945 ) 流   動   負   債 ( 38,040,141 )
現 金 及 び 預 金 234,043 1,257,877
受 取 手 形 4,301,386 28,286,006
電 子 記 録 債 権 3,543,710 5,729,165
売 掛 金 26,148,969 200,000
商 品 4,070,637 76,728
前 払 費 用 11,139 18,653
立 替 金 21,152 1,245,013
未 収 入 金 660,982 1,005,645
未 収 消 費 税 等 77,177 178,000
短 期 貸 付 金 472,919 43,050
そ の 他 25,826 固   定   負   債 ( 3,744,850 )
貸 倒 引 当 金 △6,000 2,250,000

固   定   資   産 ( 9,085,953 ) 263,636

有  形  固  定  資  産 < 834,161 > 39,552
建 物 511,933 1,049,987
構 築 物 24,105 133,066
機 械 及 び 装 置 62,885 8,608
車 両 及 び 運 搬 具 0
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 35,834 負    債    合    計 《 41,784,991 》
土 地 146,511
リ ー ス 資 産 52,891 （   純  資  産  の  部    ）

無  形  固  定  資  産 < 29,693 >
施 設 利 用 権 9,981 株    主    資    本 ( 4,603,059 )
そ の 他 19,712 600,000

投 資 そ の 他 の 資 産 < 8,222,099 > < 128,285 >
投 資 有 価 証 券 7,925,731 128,285
関 係 会 社 株 式 93,643 < 3,874,774 >
長 期 貸 付 金 6,670 155,000
保 険 積 立 金 26,401 [ 3,719,774 ]
そ の 他 174,652 別 途 積 立 金 3,708,287
貸 倒 引 当 金 △5,000 繰 越 利 益 剰 余 金 11,487

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ( 2,259,847 )

2,259,847
純   資   産   合   計 《 6,862,907 》

48,647,898 48,647,898

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

 資       産       合       計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

長 期 借 入 金

長 期 預 り 金

長 期 リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

Ｐ Ｃ Ｂ 処 分 引 当 金

未 払 法 人 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

貸  借  対  照  表
（平成30年3月31日現在）

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金



平成 30 年 3 月期 （ 82 期）　

科               目 金 額

千円 千円

売    上    高 101,642,462

売  上  原  価 98,586,683

売  上  総  利  益 3,055,778

販売費及び一般管理費 4,347,911

営   業   損   失 1,292,132

営  業  外  収  益 273,082
受 取 利 息 及 び 配 当 金 259,166
雑 収 入 13,916

営  業  外  費  用 114,052
支 払 利 息 86,055
雑 損 失 27,997

経   常   損   失 1,133,102

特    別    利    益 2,097,646
固 定 資 産 売 却 益 1,375,751
投 資 有 価 証 券 売 却 益 716,745
そ の 他 5,150

特    別    損    失 237,340
特 別 退 職 金 等 167,170
投 資 有 価 証 券 評 価 損 67,579
そ の 他 投 資 評 価 損 2,200
投 資 有 価 証 券 売 却 損 390
固 定 資 産 除 却 損 0

727,203

95,114
166,795

当   期   純   利   益 465,294

損  益  計  算  書
平成 29年 4月 1日　から
平成 30年 3月31日　まで

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額



個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　 子会社株式及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法

     その他有価証券

　　時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　　　　　　　売却原価は、移動平均法により算定）

　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法

（2）商品の評価は、薬品・化成品については先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
     その他の商品については総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（3）有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、建物は定額法、建物以外については、定率法によっており
     ます。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法によっておりま

　　 す。

（4）無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定額法によっております。

（5）リース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（6）貸倒引当金は、期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

     より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

     す。

（7）賞与引当金は従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

（8）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

　　 基づき計上しております。

     過去勤務債務及び数理計算上の差異の償却については、費用処理方法は定額法、費用処理年数は14年にて処

　　 理しております。なお、数理計算上の差異は発生の翌期から費用処理しております。

（9）ＰＣＢ処分引当金は、保管するＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、当事

　 　業年度末において合理的に見積ることができる見込額を引当計上しております。

（10）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。



Ⅱ 貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産

    投資有価証券

 　　担保されている債務

    短期借入金

    長期借入金

（2）有形固定資産の減価償却累計額

（3）保証債務等

    債権流動化による遡及義務

（4）関係会社に対する金銭債権債務

    短期金銭債権

    短期金銭債務

    長期金銭債権

Ⅲ 損益計算書に関する注記

（1） 関係会社に対する取引高

 　 売上高

 　 仕入高
　  　 営業取引以外の取引高

（2）特別退職金等
 　 早期退職者の募集に伴う割増退職金等であります。

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　 平成29年6月27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　 普通株式の配当に関する事項

　　1．配当金の総額

　　2．１株当たり配当額

　　3．基準日

　　4．効力発生日

　　 平成30年2月27日の臨時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　 普通株式の配当に関する事項

　　1．配当金の総額

　　2．１株当たり配当額

　　3．基準日

　　4．効力発生日

（注）平成30年2月27日の臨時株主総会の決議による配当金は、平成30年2月27日を

　 臨時の基準日とする特別配当であります。

（3）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　 該当する事項はありません。

4,676,495 千円

850,000 千円

2,450,000 千円

1,335,561 千円

634,429 千円

6,821,903 千円

23,429,281 千円

6,670 千円

12,097,037 千円

77,969,524 千円

212,540 千円

1,347,452 株

282,964 千円

210 円

平成29年3月31日

平成29年6月27日

700,000 千円

519.5 円

平成30年2月27日

平成30年3月30日



Ⅴ 税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　 繰延税金資産

　投資有価証券評価損

　賞与引当金
　退職給付引当金

　繰越欠損金

　その他

　　 繰延税金資産小計

　　 評価性引当額

　　 繰延税金資産合計

　 　繰延税金負債

　退職給付信託株式設定益

　その他有価証券評価差額金

　　 繰延税金負債合計

　　 繰延税金負債の純額

41,231 千円

千円

54,511 千円

277,023 千円

千円

　　　　　　　- 千円

84,787 千円

168,379 千円

65,721 千円

606,867

965,200 千円

1,049,987 千円

1,049,987 千円

△ 606,867



Ⅵ リースにより使用する固定資産に関する注記

　　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している固定資産として、電子計算機

     及びその周辺機器並びにその他の事務用機器等があります。

Ⅶ 金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

　 　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

　   達しております。

　　 受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

　 　ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

　 　行っています。借入金の使途は主として運転資金であります。

　

（2）金融商品の時価等に関する事項

　　 平成30年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　　 次のとおりであります。

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）投資有価証券

　その他有価証券

（4）支払手形及び買掛金

（5）短期借入金

（6）長期借入金

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

　　 ております。

（3）投資有価証券

　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

　　 ております。

（6）長期借入金

　　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

　　 で割り引いて算定する方法によっております。また、１年以内返済予定長期借入金（貸借対照表計
上額2,500,000,000円）も含めております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額　 253,260千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

　  　 フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投

 　　  資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）

貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

243,043 243,043               －

33,994,065 33,994,065               －

7,672,471 7,672,471               －

(29,543,884) (29,543,884)               －

(5,729,165) (5,729,165)               －

(2,450,000) (2,459,156) 9,156



Ⅷ 賃貸等不動産に関する注記

　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等を所有

　しております。尚、オフィスの一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用され

　る部分を含む不動産としております。

　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、

　当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

賃貸等不動産

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2）当期末の時価は、土地については、「固定資産税評価額」、その他については、「帳簿価額」によっております。

（注3）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当期増減額（△107,879千円）は、不動産売却によるもであります。

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する平成30年3月期における

損益は、次のとおりであります。

賃貸等不動産

（注1）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社が使用して

　　 　いる部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、該当不動産に係る費用（減価

　　   償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。 

（注2）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産のその他は、売却益であり「特別利益」に計上されております。

Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上で決定しております。

（単位：千円）

貸借対照表計上額

当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

（売却損益等）

60,401 △321 60,079 79,522

賃貸等不動産として使用される部分を
含む不動産 107,879 △107,879 － －

賃貸等不動産として使用される部分を
含む不動産 57,906 41,344 16,562 1,375,751

（単位：千円）

賃貸収益 賃貸費用 差額
その他

科目 期末残高

3,894 1,321 2,572                  －

洋紙板紙品
等の仕入 70,734,911

（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額

売掛金 4,546,514洋紙板紙品等の仕入

役員の兼任 （注）

パルプ･薬品等の販売 パルプ・薬
品等の販売 8,479,507

買掛金 20,575,761

（注）

物流費負担

1,876,745 未収入金 634,004金の受取等

（注）
その他の
関係会社

三菱商事㈱ 被所有12．7％ 洋紙板紙品の仕入 洋紙板紙品
の仕入

親会社 三菱製紙㈱ 被所有87．3％

6,725,521 買掛金 2,533,935役員の兼任

（注）



（2）兄弟会社等

（注）　価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上で決定しております。

Ⅹ 一株当たり情報に関する注記

　　　　一株当たりの純資産額 円 銭

　　　　一株当たりの当期純利益額 円 銭

（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

（注）

5,093 24

親会社
の子会
社

ｴﾑ・ﾋﾟｰ・ｴ
ﾑ・ｼｪｱｰﾄﾞ
ｻｰﾋﾞｽ㈱

－

グループファイナン
ス取引

グループファ
イナンス取引

48,578,239

345 31

短期貸付金 470,251




